記入例

収益状況報告書（A案件）
サンプル兼説明書
※報告書作成時は以下の点にご注意ください。
・過去報告年度分の報告内容記載時は、前年度報告書より転記願います。
・本報告年度分の数値の算出には計算ツールをご利用願います。
　　　　　　－収益状況報告書用計算ツール.xls
　　　　　　  ※複数箇所でツールから数値を転記する事となるため、報告書作成の前に
先にツールの入力を完了させる事を推奨します。
・数字項目は全て半角で記載願います。
・全ての数値項目は桁区切り(,)を使用した表記としてください。
・フォントや文字サイズは変更しないでください。
（様式第１８）
                                                                 番     号：A9999
　 　
                                                        令和   元年   10月  13日

先端設備投資促進事業費補助金事務局長　殿
                                 補助事業者    住所 東京千代田区大手町1-11-1

                                               氏名 株式会社代表事業研究所

                                                    代表取締役  代表　太郎
               印

                                               住所 東京千代田区大手町9-99-9
                                               氏名 株式会社共同事業製作所
                                                    代表取締役社長  共同　次郎           印

平成２４年度円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金
収益状況報告書
円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金交付規程第２３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助金の確定額及びその通知の日
金　　　　150,000,000　円　　平成　26年　4月　1日　　　　第　A9999　号

２．報告対象期間
　　　平成　30年　9月　1日　～　令和　元年　8月　31日

３．収益状況
[補助事業の完了した日の属する補助事業者の会計年度の終了後５年間における各年度末までの、補助事業に係る製品・部品等の営業損益（売上高－製造原価－販売管理費等）の累計額－補助事業に要する経費（補助事業に係る補助対象経費以外の経費を含む）のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額]×（補助金の確定額（除く返納額）／本年度までの補助事業に係る支出額の合計（補助事業に要した経費（補助金＋自己負担額）及び補助事業終了以降に追加的に要した補助事業に係る経費の合計）－前年度までに収益納付を行っている場合には、その累計額（詳細別紙）
（別紙）
番号：A9999
　  　　　　
令和  元年  10月  13日

収　益　状　況
１．平成　30
年度の営業損益（売上高－製造原価－販売管理費等、の事業完了年度比増分）
	営業損益
	算出根拠

	163,000,000
円
	売上高：
第○○期決算報告書
全社実績に対し、当該補助生産ラインが寄与している割合を算出し全社売上高に乗じることで補助生産ライン分の売上高を推計した。
製造原価：
第○○期決算報告書
販管費：
第○○期決算報告書
その他：
費目：その他売上原価
根拠資料：第○○期決算報告書
費目：開発費
根拠資料：第○○期決算報告書
算出根拠：開発担当者10名のうち補助事業対象の開発担当者3名分の費用を全社開発費に3/10を掛けることで按分し算出。





２．これまでの営業損益の累計額
	年　　度

	金　額


	平成27年度
	132,000,000 円

	平成28年度
	 183,000,000 円

	平成29年度
	162,000,000 円

	平成30年度
	163,000,000 円

	平成31年度
	円

	累　計　額
	640,000,000
 円


３．支出明細
	支出額
	積算根拠

	6,000,000
 円
	土地代：
本補助事業で生産する製品の製造を目的とした新工場建設のための土地取得費用。
建屋：
－
設備投資：
補助対象設備の機能増強を目的とした追加設備投資費用。
その他：
－




４．本年度までの補助事業に係る支出の合計
	年　　度

	支　出　額


	平成27年度
	5,000,000円

	平成28年度
	7,000,000円

	平成29年度
	5,000,000円

	平成30年度
	 6,000,000円

	平成31年度
	円

	合　計　額
	23,000,000
円


５．前年度までの収益納付額
	年　　度

	収益納付額


	平成27年度
	0円

	平成28年度
	7,450,331円

	平成29年度
	 79,031,754円

	平成30年度
	円

	合　計　額
	86,482,085
円


６．平成　30
年度の収益納付額　　
（「２．営業損益の累計額」－「補助事業に要する経費のうち自己負担額」）×（「補助金の確定額（除く返納額）」／「４．本年度までの補助事業に係る支出額の合計」）－前年度までに収益納付を行っている場合のその累計額＝　　　　　　　 63,517,915
円
（別紙その２）
収益納付額　計算シート
                                                                 番     号：A9999
　 　
                                                        令和   元年   10月  13日

1 収益【Ａ】
· 「収益」の範囲
収益納付の対象となる「収益」の範囲は、原則として、実績報告書記載の「資源生産性改善計画」と同じ範囲としてください。
ただし、例外的に、実績報告書記載の収益の範囲とすることが合理性を欠くと認められる事情がある場合には、範囲の変更が認められることがあります。特段の事情とは、以下のような事情を指します。
上記範囲による営業損益が、本補助事業により導入した設備により製造される製品・部品等の営業損益とかけはなれている
本報告時点において、上記範囲とは異なるが、より本補助事業にかかる営業損益に近い範囲の営業損益について、財務諸表、管理会計等により把握することが可能である
上記のような事情が存在し、「収益の範囲」を変更する場合であっても、より大きな単位への変更はできません。
また、「収益の範囲」は、収益状況報告書提出初年度に決定した後は、変更することはできません。
以下に「収益の範囲」を示してください。
	「収益の範囲」
	変更の有無


	実績報告時
	会社全体
	

	本報告
	生産ライン
	変更あり


· 各項目の根拠資料及び推計の考え方
書式に従い、費目別に、根拠資料及び数値の妥当性の説明について記入してください。また、数値を使って推計を行った場合は、推計の有無について該当欄に丸をつけ、算出の考え方を記載してください。
「d.その他」については、数値の妥当性の説明の他、その他に含めた費目の内訳を記載してください。ここに含めることのできる費目は、営業損益に含まれるもののみとします。
なお、「収益の範囲」を変更した場合については、より本補助事業にかかる営業損益に近い範囲の営業損益について、財務諸表、管理会計等により把握することが可能であることを説明してください。
	費目
	推計の有無
	根拠資料及び推計の考え方

	a.売上高
	推計あり

	第○○期決算報告書
全社実績に対し、当該補助生産ラインが寄与している割合を算出し全社売上高に乗じることで補助生産ライン分の売上高を推計した。


	b.製造原価
	推計なし
	第○○期決算報告書



	c.販売費及び一般管理費
	推計なし
	第○○期決算報告書


	d.その他
	―

	費目：その他売上原価
根拠資料：第○○期決算報告書
費目：開発費
根拠資料：第○○期決算報告書
算出根拠：全社開発費に3/10(開発担当者10名のうち補助事業対象の開発担当者3名)を掛けることで按分し算出。



	
	
	


· 収益額の算出

前ページで示した「収益の範囲」について、報告年度の営業損益から、補助事業完了年度の営業損益を差し引いた額を算出し、報告開始年度分から当該報告年度分までの合計（累計）を算出してください。
※当該報告年度営業損益が赤字もしくはゼロである場合は、収益納付の対象とはなりません。ただし、その場合も、赤字の数字を下表に入力し、累計額の計算を行ってください。
※事業完了年度が赤字の場合、単年度収益額は、当該報告年度の営業損益の額を記入してください。
	
	平成26年度
（事業完了）
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度
	平成31年度


	収益の範囲
	生産ライン
	
	
	
	
	

	a.売上高
	103,000,000
	250,000,000
	326,000,000
	330,000,000
	356,000,000
	

	b.製造原価
	75,000,000
	85,000,000
	105,000,000
	120,000,000
	140,000,000
	

	c.販売費及び一般管理費
	25,000,000
	30,000,000
	35,000,000
	45,000,000
	50,000,000
	

	d.その他
	0
	0
	0
	0
	0
	

	単年度
営業損益
（a-b-c-d）
	3,000,000
	135,000,000
	186,000,000
	165,000,000
	166,000,000
	

	累計額
＝収益【A】
	
	132,000,000
	315,000,000
	477,000,000
	640,000,000
	


2 控除額【Ｂ】
補助事業に要した経費（補助事業に係る補助対象経費以外の経費を含む））のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額です。
実績報告書記載の「補助事業に要した経費（補助対象事業に係る補助対象経費以外の経費を含む）のうち、補助対象事業者が自己負担によって支出した額」を正確に転記してください。
	控除額【B】　金　　　　　　　　　 300,000,000
　円


3 補助金確定額【Ｃ】
確定通知書に記載されている「補助金の確定額」を正確に転記してください。
	補助金確定額【C】　金　　　　　　　　 　150,000,000
　円


4 本事業年度までの補助事業に係る支出額の合計【Ｄ】

補助事業に要した経費（補助金＋自己負担額）及び補助事業終了以降に追加的に要した補助事業に係る経費の合計です。
	
	平成26年度
(事業完了年度・完了前)
	平成26年度
(事業完了年度・完了後)
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度
	平成31年度


	土地代
	
	10,000,000
	0
	0
	0
	5,000,000
	

	建屋
（含む改修）
	
	0
	0
	7,000,000
	2,000,000
	0
	

	設備投資費
（含む改修）
	
	0
	5,000,000
	0
	3,000,000
	1,000,000
	

	その他
	
	0
	0
	0
	0
	0
	

	単年度支出額
	280,000,000
	10,000,000
	5,000,000
	7,000,000
	5,000,000
	6,000,000
	

	累計額
＝支出額
の合計【D】
	280,000,000
	290,000,000
	295,000,000
	302,000,000
	307,000,000
	313,000,000
	


5 各年度の収益納付額及びその累積額【Ｅ】

	
	平成26年度
（事業完了）
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度
	平成31年度


	収益【A】
	
	132,000,000
	315,000,000
	477,000,000
	640,000,000
	

	控除額【B】
	300,000,000
	300,000,000
	300,000,000
	300,000,000
	300,000,000
	300,000,000


	補助金
確定額【C】
	150,000,000
	150,000,000
	150,000,000
	150,000,000
	150,000,000
	150,000,000


	支出額
の合計【D】
	280,000,000
	295,000,000
	302,000,000
	307,000,000
	313,000,000
	

	収益納付額
	
	0
	7,450,331
	79,031,754
	63,517,915
	

	納付額累計【E】
	
	0
	0
	7,450,331
	86,482,085
	


以上
社印②





社印








�補助事業の受付番号を記載願います。


�本報告書の提出日を記載願います。


※提出日が貴社の会計年度終了後90日を超えている場合、90日後の日付をご記入ください。


�代表事業者の本社住所を記載願います。


�代表事業者の会社名を記載願います。


��代表事業者の代表者役職および代表者名を記載願います。


�代表事業者の社印を押印願います。


�共同事業の場合、列を追加していただき、共同事業者の住所、氏名、社印を記載願います。


※共同事業者が複数の場合は全て記載願います。


�補助金の確定額、通知日および補助事業の受付番号を記載願います。


※前年度報告書と同じ値を記載してください。


�本報告書の報告対象期間(補助事業者の事業年度)を記入願います。


�補助事業の受付番号を記載願います。


�1ページ目の提出日と同じ日付を記載願います。





�本報告の�報告年度を記載願います。


��本報告年度の営業損益額を記載願います。


※算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒報告年度の①－５を記載。





�「売上高」「製造原価」「販管費」「その他」について、根拠資料名と推計の考え方を記載願います。


※推計の考え方は「推計あり」の場合のみ記載願います。


�「その他」がある場合は費目も記載願います。


また、複数ある場合には全ての費目について記載願います。


「その他」が無い場合は「－」と記載してください。





�年度には前年度の収益状況報告書と同じ年度(N+1～N+5)を記載願います。


�過去年度及び報告年度の金額を記載願います。


※過去年度分の金額は前年度の収益状況報告書より転記願います。


※本報告年度分の金額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒本報告年度の①－５を記載。


�営業損益の累計額を記載願います。


※累計額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒本報告年度の①－７を記載。


�本報告年度における支出額を記載願います。


※支出額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒本報告年度の②－５を記載。


�「土地代」「建屋」「設備投資」「その他」について本報告年度で追加投資がある場合、その内容について記載願います。


※記載できるものは「本補助事業に係る投資」のみとなります。投資内容と合わせて、その投資が「本補助事業に係る投資」である旨を明記してください。


�※追加投資が無い費目には「－」を記載願います。


�「その他」が複数ある場合には全ての追加投資について投資内容を記載願います。





�年度には前年度の収益状況報告書と同じ年度(N+1～N+5)を記載願います。


�過去年度及び報告年度の支出額を記載願います。


※過去年度分の支出額は前年度の収益状況報告書より転記願います。


※本報告年度分の支出額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒本報告年度の②－５を記載。


�支出額の合計額を記載願います。


※支出額の合計の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒本報告年度の②－６を記載。


�年度には前年度の収益状況報告書と同じ年度(N+1～N+4)を記載願います。


�前年度までの収益納付額を記載願います。


※前々年度以前分の収益納付額は前年度の収益状況報告書より転記願います。


※前年度分の収益納付額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒各年度の⑥－１を記載。


※前年度までの金額となりますので、報告年度の収益納付額は記載不要です。


�前年度までの収益納付合計額を記載願います。


※合計額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


⇒報告年度の⑥－２を記載。


�本報告の�報告年度を記載願います。


�本報告年度の収益納付額を記載願います。


※収益納付額の算出にはツールをご利用下さい。


・収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒報告年度の⑥－１を記載。





�補助事業の受付番号を記載願います。


�1ページ目の提出日と同じ日付を記載願います。


�「収益の範囲」「変更の有無」には、前年度報告書と同内容を記載願います。


�「推計あり」か「推計なし」のいずれかを記載願います。


�根拠資料名と推計の考え方を記載願います。


※推計の考え方は「推計あり」の場合のみ記載願います。


�「推計なし」の場合は根拠資料名のみ記載願います。


�その他の「推計の有無」欄は記載不要ですので、「－」としてください。


�その他に含まれる費目、根拠資料名、算出根拠(推計の考え方)を記載願います。


※費目が複数ある場合、全て記載願います。


※その他に計上する費目が無い場合は空欄としてください。


�・過去分の実績値は前年度の収益状況報告書より転記願います。


・本報告年度分の実績値はツールをご利用の上、算出いただき、ご入力ください。


　－収益状況報告書用計算ツール.xls


　⇒報告年度の①－１～①－４、①－６、①－７


�年度には前年度報告書と同じ年度を記載願います。


�前年度報告時と同じ金額を記載願います。


�前年度報告時と同じ金額を記載願います。


�・過去分の実績値は前年度の収益状況報告書より転記願います。


・本報告年度分の実績値はツールをご利用の上、算出いただき、ご入力ください。


　－収益状況報告書用計算ツール.xls


　　⇒②－１～②－５、②－７


�年度には前年度報告書と同じ年度を記載願います。


�・過去分の実績値は前年度の収益状況報告書より転記願います。


・本報告年度分の実績値はツールをご利用の上、算出いただき、ご入力ください。


　－収益状況報告書用計算ツール.xls


　　⇒①－７、②－７、③、④、⑥－１、⑥－２


�年度には前年度報告書と同じ年度を記載願います。


�控除額は報告年度に係らず5年分同じ値を入力してください。


�補助金確定額は報告年度に係らず5年分同じ値を入力してください。





5

